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１．人口・面積 

 
県央地区の人口の推移をみると、昭和 45 年から平成 17 年までは増加し、平成 2７ 年は前回

調査（H22）と比較して約 430 人の減少となっています。 

平成 27 年国勢調査（確定値）における人口は、諫早市 138,078 人、大村市 92,757 人で県

央地区では 230,835 人となっています。 

県央地区の面積は 468.49ｋ㎡で県全体の 11.34％ですが、人口は県全体の 16.76％を占めて

います。 
 

 

面積（k㎡） 比率

長 崎 県 4132.32

県 央 地 区 468.49 11.34%

諫 早 市 341.83 8.27%

大 村 市 126.66 3.07%

（国土地理院 平成27年全国都道府県市区町村別面積調）

県央地区面積

（単位：人）

H22 H27 増減 H28※1 H29※2

長 崎 県 1,426,779 1,377,187 -49,592 1,404,103 1,392,950

県央地区 231,269 230,835 -434 234,900 234,656

諫 早 市 140,752 138,078 -2,674 140,140 139,407

大 村 市 90,517 92,757 2,240 94,760 95,249

※1,※2…住民基本台帳人口（各年１月１日現在）

県央地区人口

（平成27年国勢調査）
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２．地理・地形 

 （１）諫早市 

 諫早市は、県の中央部に位置し、周囲を有明海、

大村湾、橘湾の３つの海に囲まれています。また、

北部には多良山系の山地がそびえ、西部は長崎半島

の、南部は島原半島のそれぞれ付け根にあたり、長

崎県内の交通結節点としての役割を担っています。 

 東部は、古くから行われている干拓によって県下

最大の穀倉地帯が広がっており、県全域で見ると数

少ない平野を形成しており、県内唯一の一級河川に 

指定されている「本明川」が、多良山系南斜面から諫早市街中心部を流れ、有明海に

注いでいます。 

（２）大村市 

（３）自然公園 

県央地区では、県立自然公園として、多良岳県立

公園及び大村湾県立公園が指定されており、県の

自然公園の約 36％を占めています。 

昭和 26 年指定の多良岳県立公園は、標高

1,076ｍの経ケ岳を主峰とし、多良岳、五家原岳

を中枢とする山岳群からなる多良岳系を源とする

河川は良好な渓谷美をなし、周辺の森林にはツク

シシャクナゲ、センダイソウの群落、ブチサンショ 

ウウオ等、学術上貴重な種を含む多様な動植物が生息・生育しています。 

昭和 41 年指定の大村湾県立公園は、県のほぼ中央に位置する大村湾沿岸と湾内の

島々からなり、大村湾北部の針尾瀬戸、西部のリアス式海岸、東部の大崎半島等の多様

な景観が見られます。また、湾南部の琴ノ尾岳、鳴鼓岳からは大村湾を中心に西彼杵半

島や多良岳が一望できます。 

 大村市は、県の中央に位置し、東は多良岳県立公

園、西は大村湾を望んでいます。また、長崎空港が

あることから、長崎県の玄関口としての面もあわせ

もっています。 

 市西部に位置する市街地は、郡川・大上戸川の扇

状地の上にあり、平野部は比較的広く、平野部から

山間部にかけてはなだらかな起伏となっています。 

                 市の東部は、標高 1,076ｍの経ヶ岳を筆頭に多良

山系の切り立った山地があり、各河川によって深い谷が刻まれています。 

長崎空港 ※大村市ＨＰより 

黒木渓谷（多良岳系）※大村市ＨＰより 



－３－ 

3．産業構造 

県央地区の産業構造は、就業人口・総生産額ともに第三次産業の割合が最も高く、総生産は増加傾

向にあります。 

人口一人当たりの所得額は、県全体と比べると若干上回っております。 

産業別就業人口 

（人） 

（平成 27 年国勢調査） 

産業構造別総生産 

（億円） 

 

（平成 26 年度長崎県市町民経済計算） 
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一人当たりの市町民所得額 

 

 

2,385 (101.3)

2,512 (106.7)

1,813 (77.0)

2,127 (90.3)

2,179 (92.5)

1,990 (84.5)

2,440 (103.6)

2,461 (104.5)

1,955(83.0)

1,965(83.4)

2,641(112.1)

2,120(90.0)

2,034(86.3)

2,337(99.2)

2,127(90.3)

2,222(94.3)

2,374(100.8)

2,371(100.7)

2,074(88.0)

2,341(99.4)

2,515(106.8)

2,373(100.7)

2,355

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

新上五島町

佐々町

小値賀町

波佐見町

川棚町

東彼杵町

時津町

長与町

南島原市

雲仙市

西海市

五島市

壱岐市

対馬市

松浦市

平戸市

大村市

諫早市

島原市

佐世保市

長崎市

県央地区

長崎県計

（平成26年度長崎県市町民経済計算）

（単位：千円,カッコ内は長崎県=100とした指数）
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4．管内市の財政状況 

 

平成27年度の県央地区の普通会計歳入決算額は約1,052億円で、県全体（県下全市町の合計）

約6,871億円の15.3％を占めています。 

その内訳は、地方交付税 22.9％（県全体 27.9％）、地方税 25.5％（同 20.5％）、国庫支出金

17.1％（同 18.5%）、地方債 8.8％（同 9.5％）県支出金 7.5％（同 18.5％）となっており、 

県全体と比べ、地方税はやや高く、地方交付税・国庫支出金は低い割合になっています。 

また、普通会計歳出決算額は約 1,016 億円となっており、県全体約 6,740 億円の 15.0％を 

占め、その内訳は、普通建設事業費11.2％（同12.4％）、人件費12.5％（同13.6％）、扶助費

26.5％（県全体25.4％）、公債費11.5％（同11.8％）、補助費等11.5％（同8.2％）、物件費

9.1％（同10.8％）となっています。 
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５. 県税      

＊面積については、Ｈ27.10.1時点の国土地理院市町村別面積調による

＊人口、世帯数については、H29.4.1現在の長崎県統計課推計人口による

＊県民税納税義務者数は、平成28年度最終課税調定状況報告書による

なお、（　）は法人県民税で外書

＊自動車登録台数は、Ｈ29.4.1現在の登録台数調による

平成２８年度決算状況 （単位：千円、％）

(1,340)

67,859

43,160 15,463

5,680362,654 138,446

1,31137,048

45,178

9
178,134

(5,830)

(598)

(595)

19,388

16,541

雲 仙 市

2,120

15,227

214.31

南島原市

122,113合　　計 935.80

170.11

0

2

229 581 14,755

239 593 14,326

1

476

747

30,277 2

20,198

島 原 市 82.97 44,547 17,156 292

大 村 市 126.62 93,342

21,327

(769)

諌 早 市 341.79 136,427 52,238

49,362

884
(2,528)

ゴルフ場利
用税課税対
象数

個　　人 法　　人
（台）

2,448 47,528 4

世帯数
県民税
納　税

義務者数

事業税対象者数 自 動 車
登録台数

市名 （Ｋ㎡） （人） （世帯） （人） （社）

収入未済額
収入歩合

当年度 前年度

６．県税

（平成29年4月1日現在）
区分

面積 人口

17,887,607 35,363

区分 調定額 収入額 不納欠損額

29.7 28.6決算額

現 17,860,253 17,731,395 93 128,765

計 18,386,343 463,373 97.3 96.6

99.3 99.2

繰 526,090 156,212 35,270 334,608

税務部の管轄は、諌早市、大村市の二市からなる｢県央地域｣と、島原市、雲仙市、南島原市の
三市からなる｢島原半島地域｣で構成されています。管轄区域面積は９36Ｋ㎡で、県全土の約２
3％を占めています。なお、島原地区には、地域住民の方々に対する窓口業務を行うため、出張
所を設け、県税の納付や納税証明、免税軽油、各種申告書、減免等の受付業務を行っています。

平成２８年度の管内県税収入額は１７８億８７６１万円で、県税全体の１５.７％を占めてい
ます。内訳は、個人県民税が５０.８％（県税全体は３２.６％）、自動車税が１９.５％（同１１.
２％）、法人事業税が1８.６％（同１９.４％）と、この三税目で全体の８８.９％（同６３.
２％）を占めています。特に個人県民税においては、諫早市と大村市の二市の調定額が約７割と
なっていることから、この二市の動向により、当局の税収が大きく左右される状況となっていま
す。

また、平成２８年度の管内の県税収入未済額は、前年度より６,９６４万円減の４億６,３３７

万円で、県全体の収入未済額の２７.９％を占めています。このうち個人県民税の収入未済額は、

前年度より６,０５２万円減の４億２,４２６万円と全体の９２％（県全体では８４％）を占めて

いることから、平成２１年度に設置した「長崎県地方税回収機構」を最大限に活用し、市との連

携強化を図りながら、収入未済額の解消に全力で取り組むこととしています。
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●県央管内
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 8,749,633 51.8

法人県民税 734,901 4.4

個人事業税 325,728 1.9

法人事業税 2,530,629 15.0

不動産取得税 627,270 3.7

ゴルフ場利用税 115,209 0.7

自動車税 3,508,036 20.8

軽油引取税 250,041 1.5
その他 34,688 0.2

合　　　 計 16,876,135 100.0

※個人県民税収入額の市別内訳

収入額 構成比
諫 早 市 3,602,799 41.2

大 村 市 2,596,899 29.7

島 原 市 966,458 11.0

雲 仙 市 792,273 9.1

南島原市 791,203 9.0

計 8,749,632 100.0

●県全体
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 36,194,218 31.8

法人県民税 5,046,977 4.4

個人事業税 1,262,305 1.1

法人事業税 18,741,583 16.4

不動産取得税 2,372,489 2.1

ゴルフ場利用税 308,690 0.3

自動車税 12,789,437 11.2

軽油引取税 6,967,427 6.1

県たばこ税 1,656,354 1.5

地方消費税 25,304,896 22.2
その他 3,298,504 2.9

合 　　　計 113,942,880 100.0

平成２7年度　税目別収入額比較

　（単位：千円、％）

(県税務課　平成２７年度　所別県税決算書）

個人県民税

51.8%

法人県民税

4.4%
個人事業税

1.9%

法人事業税

15.0%

不動産取得税

3.7%

ゴルフ場利用

税

0.7%

自動車税

20.8%

軽油引取税

1.5%

その他

0.2%

個人県民税

31.8%

法人県民税

4.4%

個人事業税

1.1%
法人事業税

16.4%不動産取得税

2.1%

ゴルフ場利用

税

0.3%

自動車税

11.2%

軽油引取税

6.1%

県たばこ税

1.5%

地方消費税

22.2%

その他

2.9%
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6．商工業 

（1）商 業 

平成26年商業統計調査によると、県央地区の卸売業・小売業の事業所数は2,062、従業者数

15,747人となっています。また、年間卸売販売額は2,462億円、年間小売販売額は2,169億円と

なっています。 

 また、1事業所あたりの従業者数は7.6人、1事業所あたりの年間販売額は224.7百万円で、県

平均の6.4人、195.5百万円と比べ、従業員数・販売額とも県平均を上回っています。 

 

 

      （平成26年商業統計調査）※民営事業所 

 
      （平成26年商業統計調査）※民営事業所 
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（２）工 業 

平成２６年工業統計調査によると、県央地域の製造業（従業者4人以上の事業所）の事業所数は

２８６、従業員数13,542人、製造品出荷額等は約4,959億円で、それぞれ県全体の15.9％、

24.6％、31.7％となっています。 

県央管内の1事業所あたりの出荷額においては、1,734百万円で、県全体の871百万円と比べ

ると大きく上回っています。 

 

製造品出荷額等 

 
 

 
 

（平成２６年工業統計調査）※従業者4 人以上の事業所 
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（３）企業誘致 

企業誘致は、雇用創出、若者の県内定着に即効性があり、また、地域経済への波及効果も大きく、

県民の所得向上に寄与するものであるため、県では積極的に推進しています。 

諫早市は、県内でも屈指の交通の利便性を有し、「諫早中核工業団地」「貝津金属工業団地」「山の

手工業団地」「諫早流通産業団地」の４団地が100％分譲済みであり、平成２６年度からは新たに

「西諫早産業団地」の分譲が始まりました。また、大村市の「大村ハイテクパーク」及び「オフィ

スパーク大村」も、多くの誘致実績があります。 

  平成２９年５月３１日現在 

業     種 諫早市 大村市 立地年度 

液晶ディスプレイ用拡散フィルム   1 

Ｈ１２ 超硬具製造   1 

シリコンウェーハ製造   1 

シリコンウェーハ研磨   1 

Ｈ１３ 
精密クリーニング加工 1   

真空装置、真空機器類の製造他 1   

シリコンウェーハ製造   1 

コールセンター   1 Ｈ１４ 

半導体製造装置の研究・開発   1 Ｈ１５ 

一般貨物自動車運送業 1   
Ｈ１６ 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 

蓄光関連商品製造   1 
Ｈ１７ 

シリコンウェーハ製造   1 

ワイヤーハーネス製造   1 
Ｈ１８ 

自動車用バネ製造   1 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 Ｈ１９ 

自動車及び同部品、関連製品の研究・開発・製造等   1 

Ｈ２３ 自動車用新製品の開発・設計、グローバル部材、 

内製検討品等の評価、実験等 
  1 

水産食料品製造（明太子） 1   

Ｈ２４ 自動車・映像機器等の部品開発試作品から量産までの 

ワンストップ生産・技術開発拠点 
  1 

自動車内装品シートカバー縫製   1 Ｈ２６ 

産業機器及び環境機械の設計・製造・アフターサービス  １ Ｈ２７ 

防振・耐震素材の開発・製造及び販売  １ Ｈ２８ 

計 4 1９   

（長崎県企業振興課調べ ※産業振興構想（Ｈ12～22）、産業振興ビジョン（Ｈ23～27）並びに 

産業振興プラン（Ｈ28～32）に基づく誘致実績による。） 
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※諫早市ホームページより 

 

（大村市 赤…オフィスパーク大村、青…大村ハイテクパーク） 

※大村市商業振興課より 
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7．雇用 

（１）有効求人倍率の推移 

 
●有効求人倍率については、年々回復傾向がみられ、全国平均では、平成 25 年 10 月に、  
 長崎県（平均）においては、２年遅れの平成 27年 10月に1.00倍を超えています。 

 ●諫早及び大村公共職業安定所管内においても、全国及び長崎県（平均）と同様、年々回復  
  傾向がみられます。 
 ●特に諫早公共職業安定所については、長崎県（平均）よりも早く、平成 27年 5月に 

1.00倍を超えています（1.06倍）。 
 ●平成29年４月現在、県内10か所ある公共職業安定所で、1.00倍を超えているのは、 
  佐世保（1位・1.40倍）、諫早（2位・1.34倍）、壱岐（3位・1.10倍）、対馬（4位・ 
  1.09倍）の４か所となっています。大村は、0.87倍となっています。 
 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

有効求人倍率の推移

全国 長崎県 諫早 大村

 

 
（職業安定業務月報ながさき）   

    ※数字は原数値（季節調整値は除外） 

    ※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市） 

    ※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡） 

    ※「倍率」は、年度平均 

    ※「H29」は、平成29年 4月の数字 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

全 国 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.24 1.66

長 崎 県 0.49 0.60 0.65 0.75 0.87 1.01 1.03 1.27

諫 早 0.58 0.75 0.77 0.83 0.92 1.16 1.14 1.58

大 村 0.42 0.53 0.58 0.59 0.75 0.88 0.92 0.99



（２）新卒者（高卒）の就職状況　 ※長崎労働局調べ

平成29年3月31日現在

27.3卒 28.3卒 29.3卒
前 年
対 比

27.3卒 28.3卒 29.3卒
増 減
Point

合計 3,389 3,396 3,380 ▲0.5 98.7 98.8 98.8 0.0 

男子 1,937 1,940 1,970 1.5 99.4 99.2 99.4 0.2 

女子 1,452 1,456 1,410 ▲3.2 97.8 98.4 98.0 ▲0.4 

合計 1,732 1,731 1,804 4.2 97.9 98.0 98.1 0.1 

男子 762 848 914 7.8 98.7 98.3 98.7 0.4 

女子 970 883 890 0.8 97.2 97.8 97.5 ▲0.3 

合計 1,657 1,665 1,576 ▲5.3 99.7 99.7 99.6 ▲0.1 

男子 1,175 1,092 1,056 ▲3.3 99.9 99.9 100.0 0.1 

女子 482 573 520 ▲9.2 99.2 99.3 98.9 ▲0.4 

51.1% 51.0% 53.4% 2.4P 

48.9% 49.0% 46.6% ▲2.4P 

＜平成29年3月新規学卒＞ 平成29年3月31日現在

前年同期 H29.3

計 1,152 1,182 2.6 119 86 22.1%

男 536 571 6.5 60 41 

女 616 611 ▲0.8 59 45 

計 579 622 7.4 120 168 31.0%

男 312 343 9.9 56 87 

女 267 279 4.5 64 81 

計 1,665 1,576 ▲5.3 187 248 46.9%

男 1,092 1,056 ▲3.3 107 173 

女 573 520 ▲9.2 80 75 

計 3,396 3,380 ▲0.1 426 502 27.4%

男 1,940 1,970 1.5 223 301 

女 1,456 1,410 ▲0.1 203 201 

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

新規学校卒業者（高校）を対象とする就職状況（県央地区）

割合

合計

県計
対前年比

新規学校卒業者（高校）を対象とする内定状況（全体）

就
職
者
数

管
内

管
外

県
外

内 定 者 数

県 外 比

県 内 比

合

計

県

内

県

外

内 定 率

諫　早 大　村

－13－
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8．観 光 
 
（１）観光の動向 

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、有明海・大村湾・橘湾の特性の異なる 3 つの海、多良山

系の山々に囲まれた美しい自然景観、長崎街道や眼鏡橋、大村湾の城下町等の歴史遺産などの観光資

源に恵まれています。 

平成 28 年の管内の観光客延数は約 382 万人（諫早市約 251 万人・大村市約 131 万人）で、県

全体の11.8％を占めており、観光客延数のうち、77.9％が日帰り客となっています。 

熊本地震の影響や外国人宿泊客の減少により宿泊客は減少しましたが、道の駅長崎街道鈴田峠の開

業により大村市の日帰り客は大幅に増加しました。また、観光消費額は約150億円と横ばいで、県全

体の4.1％となっています。 

（平成 28 年観光統計）   



9．交通
（１）利用状況の推移
　＜九州旅客（㈱（ＪＲ九州）の県内の乗降者数について＞
　　・平成27年度は、平成22年度と比べ約4.3％の増となっています。
　　・「諫早駅」は、県内2番目の乗車数ですが、この5年間は概ね横ばいとなっています。
　　・「大村駅」は、この5年間で約6.1％伸び、平均伸び率を上回っています。

　＜長崎空港利用の乗降客数について＞
　　・東京圏は、平成27年度は平成22年度に比べ、約18万人の増となっています。
　　・関西圏は、平成27年度は、平成22年度と比べ、約2倍（約19万人の増）となっています。
　　・九州圏は、航路の減（宮崎・鹿児島）により、乗降客は減少していますが、大部分を沖縄線
　　　が占めており、その後の大きな増減はありません。
　　・県内の離島路線は、横ばいとなっています。
　　・国外線は、定期便の本数に影響されますが、Ｈ26年度は、大きく伸びています。

※乗客者数は、資料編参照

備考
対H22（率）

諫早駅 1,993 1,975 1,980 2,026 1,969 ▲ 2.0 県内２位
大村駅 882 898 918 959 936 6.1 県内４位
長崎駅 3,973 3,888 3,877 3,966 3,907 ▲ 2.0 県内1位

佐世保駅 1,302 1,305 1,337 1,399 1,440 10.5 県内３位
県内計 14,716 14,629 14,850 15,402 15,353 4.3 ―

（長崎県統計年鑑）

※乗客者数及び詳細は、資料編参照

対H22
753 690 751 814 862 937 184
214 336 386 401 405 411 197

69 60 64 67 74 79 10
30 29 30 28 32 28 ▲ 2
66 64 69 69 69 67 1
18 7 15 14 29 20 2

（長崎県統計年鑑）

国 際 線

　◆ＪＲ九州各駅の降客者数

　◆長崎空港の降客者数

東 京 圏
関 西 圏
中 部 圏
九 州 圏

県 内 離 島

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

H27
（単位：千人）

（単位：千人）
Ｈ26

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26

Ｈ25

1,993 1,975 1,980 2,026 1,969

882 898 918 959 936

3,973 3,888 3,877 3,966 3,907

1,302 1,305 1,337 1,399 1,440

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

諫早駅 大村駅 長崎駅 佐世保駅
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690

751
814

862

214

336
386 401 405 411

69 60 64 67 74 79
30 29 30 28 32 2866 64 69 69 69 67

18 7 15 14 29 20

0

300

600

900

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26 H27

各圏域ごとの降客者数

東京圏 関西圏 中部圏 九州圏 県内離島 国際線
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１０．新幹線 



 

（新幹線事業対策室より）  -17- 
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11．教育 

県央管内には、平成29年5月1日現在、小学校43校・中学校23校・高等学校12校・特別支援

学校６校に、30,477名の児童生徒が在籍し、2,342名の教職員による教育活動が行われています。 

平成28年3月の高等学校卒業者の進路は、大学等への進学率は45.3％（県全体44.5％）、就職率

は31.8％（県全体30.5％）となっています。 

 

 

 



（１）医療供給体制

（２）人材育成

     ◎新任期保健師研修【後期】

（３）食品衛生対策

 　◎食品収去検査の状況

（４）医薬品等安全対策

　◎自生けしの抜去（抜去前）

12.　保健

●県央地域保健医療圏域(諫早市・大村市・東彼杵郡)には、平成29年3月31日現在、
病院31、一般診療所255、歯科診療所129の医療施設があり、地域医療の中核病院
である地域医療支援病院として、独立行政法人地域医療機能推進機構諫早総合病院、
独立行政法人国立病院機構長崎医療センター、独立行政法人国立病院機構長崎川棚医
療センターが指定されています。

●食品の安全性確保のため、食品の調理、

製造、販売施設の許認可や監視指導及び管

内で製造または流通する食品の収去検査を

計画的に実施しています。

◎ 平成28年度実績

・監視指導延件数 2,968件

・食品収去検査数 730件

●医薬品等の有効性、安全性の確保を図る

ため、及び毒物劇物、麻薬・向精神薬・覚

せい剤原料に起因する事故等を防止するた

め、薬局、医薬品販売業者、病院等に対し

監視指導を実施しています。
◎ 平成28年度実績

・薬事監視 528件

・毒物劇物監視 99件

・麻薬等監視 471件

●「教育保健所」として位置づけられてお
り、体系化した研修プログラムに沿って
県・市町の地域保健専門職員に対する教育
研修を行っています。

●保健師・栄養士等の学生実習調整のほか、
ＪＩＣＡ集団研修等の研修事業を実施して
います。

※JICA：独立行政法人 国際協力機構
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（５）環境保全・廃棄物対策

　　　　　◎廃棄物パトロール

（６）健康対策

（７）保健福祉対策

　◎動物愛護講演会「犬のしつけ方教室」 ◎自殺対策「ゲートキーパー養成講座」

●廃棄物の適正処理を推進し、地域の環境
を保全するために産業廃棄物処理業者等に
対し、立入検査および指導等を行っていま
す。

◎ 平成2８年度実績
・産業廃棄物立入検査関係 1,414件

・不法投棄発見 19件

●公共用水域の水質検査を11地点で延べ

114回調査しています。

●工場・事業場の監視指導を行っています。

◎ 平成28年度実績

・水質汚濁 521件

・大気汚染 131件

●健康づくりの推進、歯科保健対策、難病対策、結核・インフルエンザなどの感染症
をはじめとする疾病の予防や医療対策など、住民の健康増進を目指した事業を行って
います。
●難病対策として支援体制の整備に取り組んでいます。

◎平成28年度管内の指定難病医療費助成制度による受給者は2,622人
●管内は結核患者罹患率が全国値より高く予防から治療までの結核対策に取り組んで
います。

◎平成28年新登録患者数43人（喀痰塗抹陽性者21人）
●社会福祉施設における感染症対策に取り組んでいます。

◎社会福祉施設感染症対策指導者養成研修会 3回開催
●給食施設の栄養・衛生管理とその施設にいる喫食者の健康づくりを推進しています。

◎給食施設巡回指導数59件

●長期療養児や発達障害児等の相談・支援体制づくりなどを行っています。
●精神保健に関する相談や精神障害者の地域生活の支援、自殺対策、ひきこもり対策
などを行っています。

◎平成28年度
・相談件数：1,633件

●在宅医療介護の連携推進や認知症施策の推進支援など、市町の地域包括ケアシステ
ム構築推進に取り組んでいます。
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13．農林

（1）農業

管内は、中山間地域が多く、海岸沿いの温暖な気候を利用して果樹を中心とした農業生産
が 営まれている「長崎・西彼地域」と平野部から中山間とさまざまな地形条件を活かし、
多種多様な農作物が生産されている「県央地域」で構成されています。

①「長崎・西彼地域」の農業
長崎・西彼地域は、総土地面積69,712haのうち7.6％にあたる5,288haが耕地と

なっています。このうち、畑の割合が78％と特に高く（県平均は54％)、温州みかんや
全国一を誇るびわなどの果実類が盛んに生産されており、県内果樹農家総戸数の42％、
総栽培面積の43％を占めています。
また、畜産の生産も盛んであり、特に豚では、1経営体当たりの飼養頭数が、県平均

の2,000頭の約1.7倍である3,400頭と、規模の大きな養豚経営が営まれています。
しかしながら、農家戸数は減少を続けており、2015年農林業センサスでは販売農家

戸数が2,664戸と、2010年と比べ17％減少し83％となっており、県全体の86％を
上回る率で減少が進んでいます。
基幹的農業従事者の平均年齢は、県全体の65歳より各市町とも高く、担い手の高齢化

が引き続き進んでおります。
今後は、みかん産地の再生に加え、災害に強いびわ産地づくり、園芸主体の経営体に

よる新たな産地の形成や、畜産クラスター計画に基づいた収益性の高い畜産経営の確立
など、地域の重要な基幹産業である農業の所得向上を目指します。

②「県央地域」の農業
県央地域では、総土地面積63,605haのうち16.5％にあたる10,495haが耕地と

なっています。このうち水田面積は5､505haと県下一の穀倉地帯を有し、平野部から
中山間とさまざまな地形条件を活かした米、麦、大豆、野菜類、果実類、花き、茶等の
工芸作物､酪農、肉用牛、豚など、多様な農業が営まれています。特に麦類の作付面積は
県全体の57％、同様に大豆は70％、茶は64％と県内でも有数の産地となっています。
農家戸数は、201５年農林業センサスによると販売農家戸数が4,753戸で、2010年

と比べ13％減少し87％となっており、県全体の平均とほぼ同様となっています。
基幹的農業従事者の平均年齢は県全体の65歳と比較して、大村市がほぼ県平均である

以外は２～５歳高く、引き続き担い手の高齢化が進んでいます。
今後は、平坦な穀倉地帯並びに圃場整備やかんがい施設の整備が行われた畑地帯、お

よび諫早湾干拓等を中心に、産地の維持・拡大を図るため、新たな担い手となる就農支
援を行いつつ、県内でも有数の食糧供給地帯を目指します。

第63次九州農林水産統計年報（H27～28年）、 2015年世界農林業センサス、
長崎県家畜・家きん飼養頭羽数等調べ（H28.4.1）より

・温州みかんのブランド

化（シートマルチの実施）
・日本一のびわ産地
（なつたよりの面積拡大）

・肉用牛（肥育）
(ながさき和牛のブランド
化）
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・ミニトマトの施設栽培
(新規参入者による産地拡大も）

・加工業務用キャベツ
(今後産地の拡大が期待される）

・効率的な

大規模養豚経営

・大粒・鮮赤・甘くて程よい酸味の

「ゆめのか」に転換が進むいちご
・出荷を控えたカーネーションと

本県オリジナル品種「だいすき」

・県下一のアスパラガス産地 ・県内一の茶産地

｢いさはやポテト元気くん｣
の基盤整備圃場での収穫風

品質が高く市場評価も高い
｢早生たまねぎ」の収穫風景

定時・定量・高品質出荷の
冬にんじん（品評会風景）

諫早平野は、県内一の穀倉地帯となっています。（高温耐性品種「にこまる」の栽培）
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営農者の内訳

27年度作付状況（単位：ha）

野菜
飼料作物

緑肥
諫早湾干拓全景 施設園芸

レタスの収穫 しそ栽培

キャベツの収穫
　 ミニトマト栽培 たまねぎの収穫

33
合　計 1,117

品目
561
235
162

収獲済面積

経営形態 経営体数

40

126

法　人
個　人
合　計

その他作物

18
22

③「諫早湾干拓」の農業
営農開始から9年目を迎えた諫早湾干拓地では、666haの農地に40経営体（法人

１８、個人２２）が野菜、花き、飼料作物等を栽培しています。
安全・安心な農産物を供給する一大産地を形成するため、長崎県特別栽培農産物

（化学肥料５割以上減、化学合成農薬５割以上減）、または有機ＪＡＳ農産物（無
化学肥料、無化学合成農薬）の認証拡大をめざしています。
２８年度は、４1品目、収穫済面積としては延べ１，１１７haの農産物が栽培さ

れ、耕地利用率は１６８％と県平均の約2倍となりました。
また、「環境保全型農業直接支払交付金」を活用した環境保全型農業の実践が進

められるとともに、加工・業務用野菜生産のための協議会も結成されています。
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 整備された畑地帯　有喜南部地区 ～農業競争力強化基盤整備事業　農地整備事業(耕作放棄地型)～

○整備前の全景〔平成28年7月撮影〕

○整備後の全景〔平成29年3月撮影〕

 ≪有喜南部地区の概要≫

場　　所：諫早市　天神町・中通町・早見町

事業工期：平成２６年度～平成３１年度
              ○耕作放棄地が点在している現況圃場

受益面積：６６．３ha

主要工事：区画整理６６．３ha

　　　　　畑地かんがい６６．３ha

主要作物：バレイショ、ニンジン

              ○完成した圃場でのばれいしょの作付け状況

　　　　　≪作付率≫

整備前：94.3％⇒整備後：186.9％

担い手農地集積率(ｼｪｱ)：約55％ 〔H26採択時点〕

（2）農村整備

管内は、大村湾を囲む長崎・西彼地域及び、諫早・大村・東彼杵地域からなり、その耕地面積は県下
全体の33％となっています。

長崎・西彼地域は、地形は複雑で起伏が多く平地に乏しい急傾斜地で、耕地面積は県全体の11％、
平成２8年度における区画整理の整備率は水田43％（県平均56％）、畑１4％（県平均25％）と低く
なっています。基盤整備として、耕作放棄地化を解消するための畑作地帯の区画整理や海岸保全などの
防災事業を実施しています。諫早・大村・東彼杵地域は、平成諫早湾干拓や小野・森山の干拓地及び大
村市の平坦地において食糧エネルギー供給地帯を目指しています。また、多良岳山麓及び橘湾に面した
丘陵地帯では、畑作が盛んでバレイショ、タマネギ、ニンジンのほか、茶の産地となっています。耕地
面積は県全体の22％を占めており、平成２8年度における区画整理の整備率は水田68％、畑４６％で
あり県下有数の整備率となっています。基盤整備として、諫早湾干拓背後地水田地帯の排水対策や、畑
地帯の区画整理・かんがい水の確保、川棚の農道網の整備を行っています。防災対策としては、農村地
域の災害を未然に防止するためのため池等の整備に取り組んでおります。

- 24 -



（3）森林・林業

①森林の現状

管内の森林は国有林6,052ha、民有林61,075ha（公有林8,704ha、私有林

52,371ha)であり、森林が総土地面積の50％を占め、民有林の人工林率は47％となっ
ています。
大村湾東岸から有明海に面した多良山系は土地生産力が高く、生立する樹木の形質も

良く、本県優良林業地帯であるとともに、地理的条件にも恵まれ流通加工の拠点となっ
ています。

大村湾西岸の西彼杵半島を主とする低山地帯は、概して土地生産性が低いものの、良
質なヒノキが生産されています。この地域には、「長崎県民の森」や「長崎市民の森」
が整備され、県民の憩いの場となっています。

②主要施策
(１) 森林整備の促進

人工林の森林資源の蓄積量は、年々増加している状況にあり、このような中で森林
の持つ多面的機能の維持・向上を図りつつ、木材生産の効率化に努め、森林・林業地
域の所得向上を図り、林業の成長産業化を進める事とします。また、木材加工施設の
活用を図るとともに、木材・特用林産物需要拡大への取り組みを推進します。

◎平成28年度の事業は次のとおり実施しました。
・森林整備

搬出間伐 708 ha 、作業道 124,066 m
◎平成29年度の事業計画は次のとおりです。
・森林整備

搬出間伐 679 ha 、作業道 80,000 m 未整備森林解消 400  ha

(２) 保安林の整備と治山事業の充実
近年の局所的な集中豪雨等に伴う激甚な山地災害の多発、夏の長期的な日照による

水不足及び生活環境の保全を図るため、水源地域整備事業をはじめとする各種治山事
業を実施し、保安林機能の充実と安全で住みよい県土づくりを推進しています。

◎平成28年度の事業は次のとおり実施しました。
・治山事業 9 か所 266,028 千円

◎平成29年度の事業計画は次のとおりです。
・治山事業 9 か所 268,819 千円

(３) 林道網の整備
効率的な林業経営の展開と森林の多目的総合利用の推進等を図るため、森林基幹道

をはじめ公共林道を整備する一方、県単独林道等を整備し、地域林業の活性化と生活
環境の整備に役立てています。

◎平成28年度の事業は次のとおり実施しました。
・林道開設事業等 4 路線 148,600 千円

・林道災害復旧事業 4 路線 17,837 千円
◎平成29年度の事業計画は次のとおりです。

・林道開設事業等 5 路線 101,800 千円
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１．安全で住みよい県土づくり　：　平成28年度本川内地区緊急予防治山事業（長崎市）

２．特用林産物の生産・需要の拡大
　　（波佐見町）
　　東彼林研グループ活動（ハラン栽培） ３． 林業労働災害安全講習会
　　平成28年度全国林業研究グループ連絡協議会 （長崎南部森林組合作業班）
　　農林水産大臣賞受賞

４．森林作業道 ５．未利用広葉樹の活用
　　木材搬出のために効率的な路網の配置と 　　早生樹：センダンの植栽活動。
　　丈夫な道作り技術の講習。（諫早市高来町）　　　（諫早市小長井町）
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（家畜伝染病予防事業（国庫））

口蹄疫防疫演習 豚オーエスキー病抗体検査

（４）家畜保健衛生（中央家畜保健衛生所）

ＢＳＥ検査 鳥インフルエンザ検査

＜主な業務＞

① 家畜伝染病予防事業（国庫）

法に基づき、各種の法定伝染病及び伝染性疾患の検査を実施することにより疾病の発
生を未然に防止し、家畜の生産性向上を図っています。

② 家畜衛生対策事業（消費・安全対策交付金事業：国庫）
家畜衛生に関する技術の普及指導を実施し、安全な畜産物の安定的供給を確保すると

ともに、畜産経営の健全化を図っています。

③ 獣医事
獣医師法及び獣医療法に基づく産業動物及び愛玩動物診療施設の立入検査・指導を

行っています。

④ 動物薬事

畜産物の安全性を確保するため動物用医薬品の適正流通・使用を指導しています。

⑤ 家畜の改良対策

家畜人工授精師・受精卵移植師の指導、乳用牛群検定事業の推進、肉用牛改良セン
ターと連携して優良な候補種雄牛の生産や現場後代検定の推進を図っています。

⑥ 病性鑑定業務（検査課）
病理・細菌・ウイルス・生化学の各部門において、県内全域の家畜保健衛生所から依

頼された材料について、より専門的で高度な検査を実施しています。

⑦ 畜産環境保全に関すること
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（家畜衛生対策事業（消費・安全対策交付金事業：国庫））

（薬事）

（病性鑑定業務（検査課））

＜関係法令＞
家畜保健衛生所法、家畜伝染病予防法、ＢＳＥ特別措置法、獣医師法、獣医療法、
飼料安全法、医薬品・医療機器等法、家畜改良増殖法、家畜排せつ物法

動物用医薬品の適正利用 　　　　牛の病性鑑定

病理組織検査 細菌検査

ウイルス検査 生化学検査

家畜衛生対策推進会議 早期妊娠診断による生産性向上
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